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1　はじめに
　住民基本台帳に登録された全国の人口についてのデータは，日本に居住す
る人口の大部分をカバーする貴重な情報として各方面において利用されて
い る。
　住民基本台帳に登録された全国の人口を集計したデータは，1950 年代か
ら法務省民事局，自治省行政局およびその後身である総務省自治行政局から
毎年『住民基本台帳人口要覧』などの形で公表されている 1）。なお，このデー
タを，以下では「住民基本台帳人口要覧データ」とよぶことにする。
　他方，この統計の人口動態のうち転入に関する原データとして利用されて
いる転入届の記入情報に基づいて「住民基本台帳人口移動報告」が総務省統
計局によって集計・公表されている。
　本稿では，集計されたデータが作成上の規定に合致している程度を精度と
定義し，時系列比較や他の統計との比較などの方法によって住民基本台帳に
登録された人口を集計した両データの作成事情およびその精度を考察する。
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　以下では住民基本台帳人口に関するデータのうちその精度に関する手がか
りが比較的多い 1980 年代・1990 年代を対象とする地域別データを中心に精
度の考察を行う 2）3）。
注
 1） 住民基本台帳人口に関するデータは，市区町村から都道府県を経由して総務省
自治行政局（1967 年 10 月以前は法務省民事局，1967 年 11 月～ 2000 年は自治
省行政局）に報告され，集計されている。
 2） 本稿よりも長い期間の全国を対象とする各種人口統計の精度に検討を加えたも
のに石川ほか（2010）がある。
 3） 以下の住民基本台帳人口に関するデータの精度の検討において国勢調査結果と
の比較を有力な手掛かりとして利用した。国勢調査において調査票が期限まで
に未提出世帯の比率は，1995 年調査の場合 0.5％（2000 年調査では 1.7％），で
あった。また，調査票の回収を近隣などからの聞き取りで代用した世帯の比率
である「年齢不詳」の比率も，1995 年調査の場合，全国では 0.10％（2000 年
調査では 0.18％）であった。1995 年調査の精度は，2000 年以降の調査と比べ
て問題が少ないと考えられる。
2　住民記録制度と関連データの公表状況
　まず 1950 年代以降の住民記録制度の変遷と住民記録に基づいて作成され
ている人口データの公表内容をみておこう。
　住民記録に関する行政機関の業務は，1951 年 1 月～ 1967 年 11 月 9 日は
住民登録法（1951 年法律 218 号）に基づくものであり，1967 年 11 月 10 日
以降は住民基本台帳法（1967 年法律 81 号）に基づくものである。両者とも
住民に出生・死亡・転入・市区町村内転居などの際の届出（期限は 14 日以内）
を義務付けている。なお，住民登録法の下では転出者が旧居住地の市区町村
へ転出届を提出する制度はなかった 1）。
　住民からの出生・転入・死亡・転出に関する届出の受付業務と実態調査・
国籍変更などに伴う住民の記録の更新業務は市区町村が担当している。その
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全国についての集計結果は冊子体の『住民基本台帳人口要覧』2）のほか最近
ではサイト上でも公表されている。
　つぎに総務省自治行政局が全国の市区町村について毎年公表している『住
民基本台帳人口要覧』に収録されているデータの内容の明細をみてみよう。
この統計および同様に市区町村へ提出された転入届から作成されている「住
民基本台帳人口移動報告」の公表データの内容の明細を表 2－ 1に掲げた。
　前者の 1951 年度～ 1978 年度を対象とする公表データは，各年度末（翌年
3月末分）の人口総数と世帯総数だけの集計結果であった（1958 年 4 月から
は人口総数を性別に区分して表章）。これに 1979 年度分の公表からは人口動
態（住民票の記載数・消除数とその内訳）に関する集計結果が加わり，さら
に 1994 年度分からは各年度末の性別・年齢 5歳階級別人口に関する集計結
果が加わっている。後者についても，公表データの拡充が行われている 3）。
　公表される集計の拡充が可能になった背景には住民記録を管理している全
国の市区町村における情報処理体制の整備の状況が作用していると考えられ
表 2－ 1　公表されている集計項目
(a) 住民基本台帳人口要覧
(b) 住民基本台帳人口移動報告
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る。そこで住民記録に関わる業務の手作業から電子計算機を利用した作業へ
の移行の状況をみてみよう。
　表2－2に1975年～2000年における全国の市区町村による「住民記録業務」
の電算処理実施率（電算処理を導入している市区町村数の総市区町村数に対
する比率）の推移を自治省による調査 4）により示した。電算処理実施率は
「住民基本台帳人口データ」のうち人口動態に関する集計の公表が開始され
た 1979 年には約 30％に過ぎなかったが，継続的に上昇し 1983 年には 50％
を超えた。その後も電算処理実施率はほぼ順調に上昇し，住民基本台帳に登
録されている静態人口データの年齢別集計の公表が開始された 1994 年には
90％に達し，2000 年には 98％まで上昇している。
　このような「住民記録業務」の電算化の状況は，個別市区町村による関連
経費の負担力と記録を処理すべき住民数の規模などによって相当異なってい
ると考えられる。
　表 2－ 3には表 2－ 2においてみた 1975 年～ 2000 年の期間のほぼ中間に
相当する 1982 年時点における「住民記録業務」の電算処理実施率を市区町
村の人口規模別に示した。人口規模が大きいほど電算処理実施率が一般に高
いという傾向が認められる 5）。
　次節において示すように，1980 年代～ 1990 年代の「住民記録業務」が手
表 2－ 3　 住民記録業務の電算処理
実施率（1982 年）
表 2－ 2　住民記録の電算処理実施率
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作業から電算処理へ切り替えられた時期には過去に公表された集計結果に含
まれていた錯誤が相当数の市・町において表面化し，修正が行われている 6）。
　表 2－ 3に示した人口規模が異なる市区町村における電算化の進展状況か
らみて，過去の集計結果における錯誤の表面化と修正は，電算化が先行した
大都市ではこの期間のうち一般に比較的早い時期に集中的に発生し，人口規
模が小さな市町村では後の時期まで続いていたと考えられる。
注
 1） 住民登録法第 25 条は国外移住届の提出だけを義務付けていた。
 2） 1964 年刊行分の書名は『全国人口・世帯数表』，1968 年～ 1980 年刊行分の書
名は『住民基本台帳に基づく全国人口・世帯数表』，1981 年～ 1993 年刊行分の
書名は『住民基本台帳に基づく全国人口・世帯数表動態表』，1994 年以降刊行
分の書名は『住民基本台帳人口要覧』である。
 3） 1958 年 3 月分から「国内転入者」数の性別集計が，2005 年分から「前住所な
しの転入者」数の集計が，年齢別集計 2010 年分から年齢別集計が公表される
ようになった。
 4） 自治大臣官房情報管理官室（1975 ～ 1982）情報政策研究会（2001）
 5） 自治大臣官房情報管理官室（1982）
 6） 井上ほか（1971）は 1960 年代の住民記録データについて二重記録者などの問
題が存在することを指摘している。
3　動態人口データ精度の検討
　本節では，「住民基本台帳人口要覧データ」のうち「動態人口」の精度を
考察する。
　1994 年以降の期間を対象に公表されている『住民基本台帳人口要覧』に
収録されているデータは，年度間の 4月～翌年 3月についての「人口動態」
および「静態人口」である年度末の 3月 31 日現在の「性別年齢別人口」「世
帯総数」から構成されている。
　このうち「人口動態」は「自然増加」と「社会増加」に区分されており，
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さらに「自然増加」は「出生」「死亡」から構成され，「社会増加」は「転入」
「転出」「その他」から構成されている（表 3－ 1）1）。住民票の「記載」すな
わち静態人口の増加となる場合には「出生」「転入」「その他」が含まれ，住
民票の「消除」すなわち静態人口の減少となる場合には「死亡」「転出」「そ
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の他」が含まれている。「転入」「転出」には，国外からの移動および国外へ
の移動も含まれている。また，「その他」には，「記載」の場合「実態調査・
帰化等」によるものが含まれており，「消除」の場合「実態調査・国籍離脱等」
によるものが含まれている。なお，動態人口のデータを性別年齢別に区分し
た集計は公表されていない。
　つぎに，「住民基本台帳人口要覧データ」のうち年度を対象期間として公
表されている人口動態（自然動態・社会動態）に関するデータについて同一
の調査項目を持つ他の統計との比較を行う。比較対象は，「人口動態統計」
が把握した出生数・死亡数および「住民基本台帳人口移動報告」2）が把握し
た移動人口である。表 3－ 1 に各統計が把握した全国についての 1979 年度
～ 2009 年度の「自然増加」「社会増加」の推移を示した。
　まず「自然増加」の計数について検討しよう。
　表 3－ 2には，1979 年度～ 2000 年度における出生数・死亡数について住
民基本台帳人口データと暦年別を年度別に組み替えた「人口動態統計」の結
果を比較した。
　「出生数」では「住民基本台帳人口要覧データ」が「人口動態統計」（国内
における日本人に関する計数）の把握数を 1990 年度まで下回っていたが，
1991 年度以降は 1995 年度を除いて逆転している。この時期の両者の差は－
8772 人～＋ 5626 人の範囲で推移しており，1979 年度（－ 8772 人）が最も
大きい。
　「死亡数」では「出生数」と同様に 1990 年度まで「住民基本台帳人口要覧デー
タ」が人口動態統計の把握数を連続して下回っていたが，1991 年度以降も
下回っている年次の方が多い。この時期の両者の差は－ 7284 人～＋ 184 人
の範囲で推移しており，「出生数」と同じく 1979 年度（－ 7284 人）が最も
大きい。このうち死亡者個人の特定が行なわれていない可能性が大きい「住
所地不詳」の「死亡」は，この期間の各年度には人口動態統計に 1400 人～
2300 人が含まれている。住所地などの個人の特定が行なわれていない場合
には住民基本台帳から該当者の消除を行っていないと考えられる｡
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　「死亡数」における両統計の差は，阪神大震災による死亡者が多数発生し
た 1995 年度を除いて減少傾向にある。
　また，人口動態統計が把握した届出遅れや国外での出生・死亡も考慮しな
ければならないが，月次の計数が公表されていないため年度別への組み替え
ができないので「住民基本台帳人口要覧データ」と完全に対応させることは
難しい。しかし，前年以前に国内で発生した出生・死亡の届出遅れのこの期
間における実数は毎年千人前後であり，国外での出生・死亡の届出遅れも毎
年数百人～三千人未満と少ない 3）。
　つぎに，「社会増減」のうち「転入」「転出」の計数を検討する。
　「住民基本台帳人口要覧データ」において両者の計数は異なる（前掲表 3
－ 1）。これは転出元の市区町村で転出の手続きをして転出証明書の発行を
受けても転入先の市区町村へ「転入届」の提出が遅れたり，まったく提出し
ていない場合があるためと考えられる。この時期の「住民基本台帳人口要覧
データ」の「転入」と「転出」を比較すると，「転出」の方が上回る年度が
やや多くなっている。
　ここで「住民基本台帳人口要覧データ」の対象期間が暦年ではなく年度（当
年 4月～翌年 3月）であることの集計結果への影響について検討しておこ
う。毎年 3月と 4月は進学・就職に伴う転居が非常に多い時期であり，特に
3月下旬・4月上旬は特に多い。このような傾向は，転入先の市町村へ提出
された転入届に基づく「住民基本台帳人口移動報告」のデータが利用できる
1954 年度分から現在まで継続している。また，『住民基本台帳人口要覧』に
よる人口動態データの公表が始まった 1979 年度から 2000 年度までの両月の
移動者の年度総数に対する比率をみると，44％～ 52％の範囲で推移してい
る（表 3－ 3）。この期間について 3月末日が届出の受付が市区町村役場で
通常行われない日曜日であった年次（1985 年・1991 年・1996 年）における
移動者の実数をみると，前後の年次とも3月と4月の合計は220万人台であっ
たが，この 3年次には 3月の移動者の実数が前後の年次より 6万人～ 11 万
人も減り，これに対応して翌年度に属する 4月の移動者が大幅に増える傾向
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が認められる。このため 3月末日が日曜日であった年度には転出元・転入先
の市町村の3月末の静態人口の水準もそれぞれ影響を受けていることになる。
　また，2010 年分から公表され始めた「住民基本台帳人口移動報告」によ
る全国についての移動者の年齢構成では，15 歳～ 29 歳の若年層が他都道
府県からの年間転入者総数の半数近く（約 43％）を占めている。さらに，
1980 年代・1990 年代に実施された国勢調査・就業構造基本調査の結果で
も若年層の転居率は他の年齢層よりも高い。したがって，若年層の動向が
1980 年代・1990 年代においても全体の移動状況に大きな影響を与えていた
と考えられる。
　つぎに，「住民基本台帳人口要覧データ」による移動者数を「住民基本台
帳人口移動報告」による移動者数と対比してみよう（表 3－ 4）。
　まず両者に含まれている移動者の範囲を確認しておこう｡ 前者には国内だ
けでなく国外からの転入者も含まれている。後者による「移動者数は，市区
表 3－ 3　3月・4月の合計転入者に占める 3月の転入者
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町村（政令指定都市の区を含む。）の境界を越えて住所を移した者の数をい
う。同一市区町村内で住所の変更をした者，従前の住所が不詳の者，転出か
ら転入までの期間が 1年以上の者及び日本の国籍を有しない者は含まない」。
この後者による移動者は前者の「当該期間内に転入届のあった者及び職権記
載がなされた者の数で」あり，国内からの転入者および「記載」の「その他」
に相当する。
　この期間について後者を暦年から年度に組み替えて比較すると，各年度と
表 3－ 4　転入者数・国籍移動者数の推移
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も「住民基本台帳要覧人口データ」の転入者数は「住民基本台帳人口移動報
告」の計数を上回っており，両者の差は前者において人口動態の計数の公表
が開始された 1979 年度の 27 万人が最も多かった。両者の差は，その後の年
度には急速に減少し，1980 年代末までは国外からの転入者数に近い水準に
近付いている。
　最後に「社会増加」の「記載」「消除」の両区分に設けられている「その他」
の計数を検討する。
　「その他」の計数は，公表が始まった 1979 年度から 10 年間近くは「記載」「消
除」とも一年度当たり 30 万人台の高い水準で推移していたが，1980 年代末
からは減少に転じた。その後，減少は止まり，1993 年度以降は「記載」の「そ
の他」の計数は一年度当たり 10 万人前後の水準にあり，「消除」の「その他」
も同じく 6万人～ 10 万人の水準で推移している。
　上述の全国についての「記載」「消除」における「その他」の計数のうち
大都市所在都道府県が大半を占め，特に東京都分はこの期間において全国の
3分の 2から 4分の 1を占めている。この比率は総人口における比率よりも
大幅に高い。
　また，1979 年度～ 1988 年度には「消除」における「その他」は 1985 年
度を除いて各年度とも「記載」の「その他」を上回っており，この期間にお
ける両者の差の累計は，約 23 万人に達している。
　なお，「記載」「消除」それぞれの「その他」に含まれる「日本人人口」の
純増数（国籍移動：「帰化」と「日本国籍からの離脱」の差）は，表 3－ 4
に示したように 1979 年度～ 1988 年度には漸増傾向にあるものの一年度あた
り数千人～一万数千人にすぎない 4）。
　したがって，「その他」に計上されている人数の大半は電算処理の導入・
実態調査 5）などにより判明した登録内容の修正を反映したものではないか
と考えられる。
　このうち実態調査などにより判明した未登録者の住民票記載のケースは
転入者のうち「従前の住所なし」にほぼ相当すると考えられる。この時期
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の全国についての計数は一部しか入手できなかった 6）が，東京都について
は 1970 年代から 2005 年 3 月以前分の「従前の住所なし」の転入者の実数が
公表されているので，表 3－ 5 に 1979 年以降のものを掲げた 7）｡ この計数
は 1970 年代初めには毎年 2万人弱の水準で推移していたが，徐々に減少し
1980 年には 8000 人を下回り，1990 年代中頃には 3700 人未満となった。そ
の後は1990年代後半まで4000人台から5000人台前半で推移している。他方，
東京都分の「記載」の「その他」の総数は 1980 年代前半までは 20 万人台で
推移していたが，1980 年代後半に急減し，1990 年代中頃以降は 2～ 3 万人
の水準で推移している。これに比べて「従前の住所なし」の転入者の実数は
大きな数とはいえないので，実態調査による把握数以外の錯誤の修正など要
因が「その他」総数の変動に作用しているのではないのかと考えられる。な
お，この区分の転入者の大半が男性である。
表 3－ 5　東京都への転入者数
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　このような住民票への「記載」「消除」における「その他」の計数の推移を，
個別市区町村別にみると，両項目とも一時的に急増・急減を示す例がこの時
期には多数みられる。そのうち特に大きな変動を示した場合を立ち入って検
討してみよう。
　表 3－ 6には政令指定都市の行政区およびその他の大都市における「記載」
の「その他」が前年度と比べて当年度に（または当年度と比べて翌年度に）
50％以上急増・急減した例を示した。「その他」の変動が一年度だけではな
表 3－ 6　記載数急増減の例（大都市）
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く，複数年度にわたって連続して変動している場合には，変動が始まった年
度を当年度として示した（この場合の変動はすべて減少である）。なお，表
3－ 6・表 3－ 8では，大都市の範囲を 1990 年 3 月末現在の住民基本台帳人
口が 50 万人以上の都市および東京都の特別区とした。1983 年度の大阪府堺
市の 6202 人（前年度は 589 人，翌年度は 759 人），1987 年度の札幌市豊平
区の 723 人（前年度は 117 人，翌年度は 146 人），1987 年度の京都市上京区
の 4124 人（前年度は 5人，翌年度は 80 人）など大幅に変動している例が多
数みられる。
　表 3－ 7には表 3－ 6に示した以外の市町村における「記載」の「その他」
が 50％以上急増・急減した例を示した。1980 年度だけは前年度の計数が公
表されていないので，次年度の計数だけしか示していない（表 3－ 7～表 3
－ 9も同じ）。
表 3－ 7　記載数急増減の例（大都市以外）
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表 3－ 8　消除数急増減の例（大都市）
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　表 3－ 8には政令指定都市の行政区およびその他の大都市について「消除」
の「その他」において 50％以上の急増・急減がみられる例を示した。1987
年度の京都市左京区の 13354 人（前年度は 27 人，翌年度は 302 人），同市中
京区の 12914 人（前年度は 18 人，翌年度は 192 人），1988 年度の神戸市東
灘区の 7657 人（前年度は 394 人，翌年度は 408 人），1990 年度の名古屋市
千種区の 9982 人（前年度は 38 人，翌年度は 40 人），1991 年度の大阪市平
野区の 7304 人（前年度は 46 人，翌年度は 172 人）など大幅に変動している
例が多数みられる。
　表 3－ 9には表 3－ 8に示した以外の市町村における「消除」の「その他」
が 50％以上急増・急減した例を示した。
　表 3－ 6 ～表 3 － 9 に示した市区町村以外にも前後の年度と比べて 50％
表 3－ 9　消除数急増減の例（大都市以外）
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近い大幅な変動となっている例は，この時期に多数みられる。また，2つの
区分の「その他」の大幅な変動の大半は，同じ年度において発生しているの
で，ほとんどは電算化による錯誤の表面化によるものであろう。
表
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　表 3－ 10 にはメディアによる報道および住民基本台帳を管理している自
治体自身が発行した統計書などにおいて上述の「記載」「消除」の「その他」
に急増・急減が生じた事情が明らかにされている例を示した。1983 年度の
大阪府堺市の総人口の約 2800 人増（対同年度末総人口比 0.3％），1987 年度
の京都市の同 44672 人減（同 3.1％），同じく 1987 年度の神戸市の同 14315
人減（同 1.0％），1990 年度の北海道岩見沢市の同 3945 人減（同 4.9％）な
どが大きな変動の例である。
　上述のように多数の市区町村の人口動態の「その他」の区分において一年
度だけの急増・急減が 1979 年度から 1990 年代中頃まで多数みられるので，
その市町村の修正時点以前の静態人口にも錯誤が含まれていた可能性が高
い 8）9）。
注
 1） 年次によっては「増加」だけでなく，「減少」の場合もあるが，公表されてい
る集計表の表記に従った。
 2） 市区町村からの報告は転入者についての情報に限定されている。
 3） 人口動態統計では外数として扱われている。
 4） 総理府統計局（1982 ～ 1988）・総務庁統計局（1989 ～ 1997）・同（1998 ～
2000）・総務省統計局（2002 ～ 2010）
 5） 市区町村による実態調査の実施については，東京都市町村戸籍住民基本台帳事
務協議会（2008）米沢市市民課（2009）愛知県瀬戸市（2011）参照。
 6） 全国についての 2004 年以前分のデータは報告書に掲載されていない。総務省
統計局（2002 ～ 2010）ただし，伊井（1993）によれば，1991 年についての「従
前の住所地なし」は 28399 人であった｡
 7） 東京都総務局統計部人口統計課（1980 ～ 2006）
 8） 総務省統計局によって 5年に 1度実施されている就業構造基本調査も，対象者
の年齢を 15 歳以上に限定した 1年前の居住地という調査項目に持っているが，
同一人が市区町村境を複数回越えてもその都度カウントする住民基本台帳人口
統計の結果と対応させるのは難しいので，比較を見送った。
 9） 菊田（2010）は，刑務所に入所した一部の受刑者の住民票が旧居住地において
抹消されていると指摘している。なお，1980 年代～ 1990 年代の矯正施設に入
所していた受刑者数は 4万人前後で推移していた｡ 総務省統計局（2011）
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4　静態人口データの精度の検討
　本節では，「住民基本台帳人口要覧データ」のうち静態人口の精度を考察
する。静態人口は 1994 年度分以降総数以外にも「性別年齢階級別人口」と
いう形で集計され，85 歳未満の年齢層についての 5歳階級別のデータと 85
歳以上を一括したデータが公表されている。
　ここでの検討の主な方法は，「住民基本台帳人口要覧データ」における静
態人口データと同時点の「国勢調査」結果との対比である。その前提として「国
勢調査」による対象人口の把握度の変動を総務省統計局が算出した前回調査
に基づく推計人口と対比することによりみておこう。
　全国を対象とする推計人口は，前回「国勢調査」による把握数にその後の
期間を対象とする「人口動態統計」が把握した出生者数・死亡者数および出
入国管理統計が把握した出入国者数・法務省が公示した国籍変更の発生数を
加減するという方法によって算出されている 1）。
　表 4－ 1 には，1980 年～ 2005 年の「国勢調査」結果と同時点の推計人口
の相違の状況を示した。「国勢調査」結果の前回調査に基づく推計人口に対
する下回りは，前回調査と比較して把握度が低下していることを意味する。
各年次の「国勢調査」結果とも若年層（特に男性）において推計人口に対す
る比較的大きな下回りが認められる。下回り幅が最も大きい 2005 年調査の
20 代後半の男性では 3.3％に達している。しかし，1980 年調査～ 2000 年調
査にみられる推計人口に対する各年齢層における下回りは，1990 年調査の
20 代前半男性の 2.4％を除けば，2005 年調査と比べてそれほど大きなもので
はない。なお，若年層の比較的大幅な脱落傾向はこれらの年次の「国勢調査」
結果において毎回認められるので，住民基本台帳人口統計と「国勢調査」結
果との比較も年齢別に区分して行う必要がある。
　つぎに「国勢調査」と対応する時点の年齢別に区分された住民基本台帳人
口データを市区町村別に比較する。住民基本台帳人口データの資料源は，奈
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良県が公表している奈良県所在の市町村を除き，個別都市が設けているイン
ターネットサイトまたは各市発行の統計書である。1990年以前の「国勢調査」
の実施時点と対応する 9月 30 日ないし 10 月 1 日現在の年齢別に区分された
住民基本台帳人口データが利用できる市区町村は非常に少ない。とくに住民
基本台帳人口と外国人登録人口を合算した年齢別住民数のデータが利用でき
る場合は少ない。
　以下では，1995 年について両統計の結果を比較する。なお，1995 年「国
勢調査」による市区町村別年齢別「日本人人口」は政令指定都市以外につい
ては公表されていない。
　まず住民基本台帳人口（および外国人登録人口）と「国勢調査」による把
握数の市区町村別性別年齢別にみた相違の状況を政令指定都市についてみよ
う。「全年齢計」人口および相違が最も大きいと予想される 10 代後半～ 20
代後半の状況を（表 4－ 2）に示した。国勢調査の居住地に関する規定は 3
カ月以上の居住（予定）である。「全年齢計」人口における両者の差は小さ
いが，「全年齢計」人口において国勢調査結果が住民基本台帳人口を下回っ
ている横浜市・北九州市でも 20 歳前後の年齢層では国勢調査結果が大幅に
上回っている 2）。
　表 4－ 3・表 4－ 4 には，表 4－ 2と同様に中小都市における両統計の相
違の状況を三大都市圏内に所在する都市とそれ以外に分けて示した。「国勢
調査」時点の年齢別外国人登録人口との合算人口が入手できた都市だけを掲
げた 3）。表 4－ 5 には，他県とは異なり郡部を含む県域全部について年齢別
人口データが入手できた奈良県について 8都市および「郡部」のデータを掲
げた｡ 三大都市圏内の各中小都市，一部の三大都市圏外の中小都市（福井市・
長野市・松本市），奈良県の 5都市には表 4－ 2 とほぼ同様の傾向が認めら
れる。他方，上記 3市以外の三大都市圏外の中小都市（足利市・桐生市）お
よび奈良県の残りの 5都市および「郡部」4）では，両統計は表 4－ 2とは概
ね逆の関係となっている。
　若年層における両統計の差には，山田（2010a）などで指摘したように住
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民登録を旧居住地に残したまま大学付近に居住している大学生の存在が作用
していると考えられる。
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注
 1） 総理府統計局・総務庁府統計局・総務省統計局（1981 ～ 2010）
 2） 2005 年国勢調査結果と同時点の年齢別住民基本台帳人口データの間にも入手で
きた町村は限られているが，ほぼ同様の相違が認められる。山田（2009）山田
（2010a）山田（2010b）山田（2011a）山田（2011b）。
 3） 各年次の国勢調査が把握した「外国人」の全国計数を 3カ月後の時点対象の外
国人登録統計による「外国人」数が大幅に下回っているので，外国籍住民の一
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部が国勢調査において「日本人」と回答した可能性は否定できない。
 4） 郡部を個別町村別にみると，37 町村のうち 27 町村において「全年齢計」では
国勢調査人口が住民基本台帳人口を下回っている。国勢調査人口が住民基本台
帳人口を上回っている 10 町村においても，15 ～ 29 歳の年齢層では国勢調査人
口が住民基本台帳人口を下回っている場合が多い。
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むすびにかえて
　1980 年代・1990 年代における住民基本台帳人口データの精度に関する本
稿の考察を，簡単に要約しよう。
　動態人口についてのデータでは，過去の集計結果に含まれていた錯誤の表
面化を反映して住民票の「記載」「消除」の「その他」の区分において比較
的大きな計数が 1990 年代前半まで毎年計上されていたが，1990 年代後半以
降は両区分の計数は大幅に減少しているので，転出入の届出が遅れがちな若
年層を除いて集計上の処理に関連した問題は大部分解消したと考えられる。
「出生」「死亡」に関する項目の計数と他の統計の対応する項目の間の相違は
縮小傾向が認められる。
　静態人口についてのデータにも 1990 年代前半までの結果には動態人口に
ついてのデータの検討結果から判断してかなり問題が含まれていたが，1990
年代後半以降は他の統計との比較結果によれば若年層を除いて問題はかなり
解消したと考えられる。
表4－ 5　国勢調査人口と住民基本台帳人口 1）の比較：奈良県所在都市・郡部　1995年
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　なお，本稿では立ち入って検討しなかった住民基本台帳に記載されている
世帯数データの精度については次の機会に取り上げたい 1）。
注
 1） 大阪府堺市では「外国人登録の集計処理についても（昭和）62 年 5 月末より手
処理から電算処理に切替えられたのに伴ない世帯数で約 750 世帯（増）の差異
を生じた。」堺市財政局企画部政策調査担当（2011）
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